
 

中小企業経営革新等応援事業補助金交付要綱 

 

 

（目的） 

第１条 中小企業経営革新等応援事業補助金（以下「補助金」という）は、新事業への意欲

のある県内で事業活動を行う中小企業者等が滋賀県の承認や認定を受けた事業について、

事業化・市場化段階にある事業を自ら行う場合に、予算の範囲内で経費の一部を補助する

ことにより、県内で事業活動を行う中小企業者等の創意ある向上発展を図り、もって県経

済の健全な発展に資することを目的とし、補助金の交付については、滋賀県補助金等交付

規則(昭和４８年滋賀県規則第９号。以下｢規則｣という。)に規定するもののほか、この要

綱の定めるところによる。 

 

 

（補助対象事業者） 

第２条 補助対象事業者は、中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号)第２条第１項

に規定する中小企業者および同条第５項第５号から第８号までに規定する組合等（以下「中

小企業者等」という。）のうち、別表１に掲げるものとする。 

 

 

（補助金の交付対象） 

第３条 補助金の交付対象は、別表２に掲げる補助対象事業のうち、知事が適当と認める事

業とする。 

  

２ 補助対象経費の区分、補助率および補助限度額は、別表３のとおりとする。 

 

 

（事業計画書の提出） 

第４条 補助金の交付申請をしようとする者は、事業計画書（別記様式第１号）に同様式で

定める書類を添えて、別に定める期日までに知事に提出しなければならない。 

 

 

（補助金の額の内示） 

第５条 知事は、前条に規定する事業計画書の提出があったときは、当該計画書の内容を審

査し、補助事業として適当と認めたときは、補助金の額の内示を行うものとする。 

 

２ 知事は、前項の審査にあたっては、別に定める審査会の意見を聴かなければならない。 

 

 

（補助金の交付申請） 

第６条 前条第１項の補助金の内示を受けた者は、補助金交付申請書（別記様式第２号）を、

別に定める期日までに知事に提出しなければならない。 



 

 

２ 前項の補助金交付申請書に添付すべき書類等は、次のとおりとする。 

（１）補助事業計画書（別記様式第１号） 

（２）第４条に基づき提出した添付書類のうち、提出後に変更のあった書類。 

（３）補助金交付申請額に関する算式「補助金所要額－消費税および地方消費税に係る仕

入控除額＝補助金交付申請額」を記載した書類、ただし、補助金交付申請書の欄外に

記載してもよい。 

 

３ 第１項の補助金の交付の申請をするにあたっては、当該補助金に係る消費税および地方

消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税および地方消費税相当額のう

ち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控

除できる部分の金額および当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定によ

る地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同

じ。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税およ

び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでない場合については、この限りでない。 

 

 

（補助金の交付の決定） 

第７条 知事は前条の規定による補助金交付申請書の提出があったときは、その内容を審査

のうえ、適正と認めるときは、補助金交付決定通知書（別記様式第３号）により、補助事

業者に対して交付決定の通知を行うものとする。 

   

２ 前項による交付の決定にあたっては、前条第２項により補助金に係る消費税および地方

消費税に係る仕入控除税額について減額して交付申請がなされたものについては、これを

審査し、適当と認めたときは、当該消費税および地方消費税に係る仕入控除額を減額する

ものとする。 

 

 

（申請の取り下げ） 

第８条 補助事業者は、交付決定の内容またはこれに付された条件に不服があり、補助金の

交付の申請を取り下げようとする時は、交付決定の通知を受けた日から１０日以内に、そ

の旨を記載した書面を知事に提出しなければならない。 

 

 

（補助事業の計画変更の承認） 

第９条 補助事業者は、次の各号に掲げる場合には、第１号においては変更承認申請書（別

記様式第４－１号）、第２号においては、中止（廃止）承認申請書（別記様式第４－２号）

を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

（１）補助事業の内容または、経費の配分を変更しようとするとき。ただし、軽微な変更

については、この限りでない。 

（２）補助事業を中止または廃止しようとするとき。 

 



 

 

２ 前項ただし書きに規定する補助事業の経費の配分の変更のうち軽微な変更とは、次の各

号に定めるいずれかの場合をいう。 

 （１）補助事業に要する経費（補助金交付申請書に添付される事業計画書別紙１－２の補

助事業に要する経費。以下同じ。）の配分のうち、経費区分毎の 20％以内の額の変更

をしようとする場合 

（２）補助事業に要する経費の配分のうち、経費区分毎の 20％を超える額の変更をしよう

とする場合で、当該変更額が 10 万円以内の場合 

 （３）補助事業の目的および効果に影響を及ぼさない程度の軽易な変更をしようとする場

合 

 

 

（補助事業遅延等の報告） 

第１０条 補助事業者は、補助事業を予定の期間内に完了することができないと見込まれる

とき、または補助事業の遂行が困難になったときは、速やかに補助事業遅延報告書（別記

様式第５号）を知事に提出し、その指示を受けなければならない。      

 

 

（状況報告） 

第１１条 補助事業者は、９月３０日現在における補助事業の遂行状況について、補助事業

遂行状況報告書（別記様式第６号）を１０月２０日までに知事に提出しなければならない。 

 

 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、当該補助事業が完了したとき、または第９条の規定による廃止の

承認を受けたときは、その日から２０日を経過した日、または翌年度４月５日のいずれか

早い日までに、補助事業実績報告書（別記様式７－１号）を知事に提出しなければならな

い。 

 

２ 前項の補助事業実績報告書に添付すべき書類等は、次のとおりとする。 

（１）決算総表（別記様式第７－２号） 

（２）補助事業経費明細（別記様式第７－３号） 

（３）事業実績書（別記様式第７－４号） 

 

３ 第１項の実績報告を行うにあたって、当該補助金に係る消費税および地方消費税に係る

仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税および地方消費税に係る仕入控除額を減額

して報告しなければならない。 

 

 

（補助金の概算払等） 

第１３条 補助事業者が補助金の概算払を受けようとするときは、補助金交付請求書を知事

に提出しなければならない。 



 

 

（補助金の経理等） 

第１４条 補助事業者は、補助金に係る経理等についてその収支の事実を明確にした証拠書

類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年

間保存しなければならない。 

 

 

（消費税および地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１５条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税および地方消費税の申告により補助金に

係る消費税および地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、消費税額および地

方消費税額の額の確定に伴う報告書（別記様式第８号）により速やかに知事に報告しなけ

ればならない。 

 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税および地方消費税に係る仕入控除税

額の全額または一部の返還を命じることができる。 

 

 

（財産の管理） 

第１６条 補助事業者は、補助事業により取得しまたは効用が増加した財産（以下「取得財

産等」という）について、その台帳（別記様式第９号）を設け、その保管状況を明らかに

にしておかなければならない。 

 

 

（財産の処分の制限） 

第１７条 取得財産等のうち、その取得価格または増加価格が５０万円以上のものを処分す

る場合は、取得財産等の処分承認申請書（別記様式第１０号）を知事に提出し、その承認

を受けなければならない。 

 

２ 知事は、前項の承認をした補助事業者に対し、当該承認に係る資産処分等により収入が

あったときは、その収入の全部または一部を県に納付させることができる。 

 

 

（実施結果の企業化） 

第１８条 補助事業者は、第３条第１項の事業区分の内、新商品等市場化事業に係る補助事

業について、実施結果の企業化に努めなければならない。 

 

２ 補助事業者は、補助事業の完了した日の属する会計年度の終了後、５年間、毎会計年度

終了後２０日以内に当該補助事業に係る過去１年間の企業化状況について、企業化状況報

告書（別記様式第１１号）を知事に報告しなければならない。 

 

３ 補助事業者は、前項の報告をした場合、その証拠となる書類を当該報告書に係る会計年

度の終了後３年間保存しなければならない。 



 

 

（産業財産権等に関する届出） 

第１９条 補助事業者は、補助事業に基づく発明、考案等に関して、産業財産権(特許権、実

用新案権、意匠権、商標権）を補助事業年度または補助事業年度の終了後５年以内に出願

もしくは取得した場合またはそれらを譲渡し、もしくは実施権を設定した場合は、遅滞な

く産業財産権等取得等届出書（別記様式第１２号）により知事に届け出なければならない。 

 

 

（収益納付） 

第２０条 知事は、第１８条第２項の報告書により、補助事業の完了した日の属する会計年

度の終了後、補助事業を実施した組合等または中小企業者が当該補助事業の実施結果の企

業化、産業財産権の譲渡または実施権の設定およびその他当該補助事業の実施結果の他へ

の供与による収益が生じたと認めたときは、当該補助事業に交付した補助金の全部または

一部に相当する金額を県に納付させることができる。 

 

 

（成果の発表） 

第２１条 知事は、必要があると認めるときは、事業の成果について補助事業者に発表させ

ることができる。 

 

 

（標準事務処理期間） 

第２２条 標準事務処理期間は次のとおりとする。 

（１）第７条の規定による補助金の交付の決定は、第６条の規定による申請を受け付けた

日から３０日以内に行うものとする。 

（２）第９条の規定による補助事業の計画変更の申請があったときは、申請を受け付けた

日から３０日以内に変更の承認を行うものとする。 

（３）規則第１３条の規定による額の確定は、第１２条の規定による実績報告を受け付け

た日から３０日以内に行うものとする。 

 

 

（電子情報処理組織による申請等） 

第２３条 補助事業者は、第６条の規定に基づく交付の申請、第８条の規定に基づく申請の取

下げ、第９条の規定に基づく変更（中止・廃止）承認申請書、第 10条の規定に基づく補助

事業遅延報告書、第 11条の規定に基づく補助事業遂行状況報告書、第 12条の規定に基づく

実績報告書、第 13条の規定に基づく交付請求書、第 15条の規定に基づく消費税および地方

消費税に係る額の確定に伴う報告書、第 17条に基づく取得財産等の処分承認申請書、第 18

条に基づく企業化状況報告書、第 19条の規定に基づく産業財産権等取得等届出書について

は、滋賀県インターネット利用による行政手続等に関する条例（平成 16年滋賀県条例第 30

号）第３条第１項に規定する電子情報処理組織を使用して行うことができる。 

 

 



 

付 則 この要綱は、平成１８年４月１日から施行し、平成１８年度分の補助金から適用する。 

付 則 この要綱は、平成１９年４月１日から施行し、平成１９年度分の補助金から適用する。 

付 則 この要綱は、平成２１年４月１日から施行し、平成２１年度分の補助金から適用する。 

付 則 この要綱は、平成２５年４月１日から施行し、平成２５年度分の補助金から適用する。 

付 則 この要綱は、平成２８年７月１日から施行し、平成２８年度分の補助金から適用する。 

付 則 この要綱は、平成３０年４月１日から施行し、平成３０年度分の補助金から適用する。 

付 則 この要綱は、令和 ３年４月１日から施行し、令和 ３年度分の補助金から適用する。 

付 則 この要綱は、令和 ４年４月１日から施行し、令和 ４年度分の補助金から適用する。 

付 則 この要綱は、令和 ７年４月１日から施行し、令和 ７年度分の補助金から適用する。



 

別表１ 

 

補助対象事業者 

１．一般枠 

 次のいずれかの要件を満たす者 

（１）知事が中小企業等経営強化法第８条第１項の規定に基づく経営革新計画の承認をした中小企業者等

であって、当該経営革新計画に従って本県において事業を行おうとするもの 

 

（２）滋賀の新しい産業づくりチャレンジ計画認定事業実施要綱（平成１８年４月１日商工観光労働部長

決裁）第３条第１項に基づくチャレンジ計画の認定を受けた中小企業者であって、滋賀県中小企業新

技術開発プロジェクト補助金の交付を受けて開発した成果について、その事業化を図ろうとするもの 

 

２．企業間連携促進枠 

 

知事が中小企業等経営強化法第８条第１項の規定に基づく経営革新計画（共同（会社法（平成１７年法

律第８６号）第２条第３項および第４項で定める親会社および子会社による共同を除く。）で行うものに

限る。）の承認をした中小企業者等であって、当該共同で行う経営革新計画に従って本県において事業を

行おうとするもの。ただし、当該共同で行う事業計画に係る承認を受けた事業について複数の事業者が第

4条に規定する事業計画書の提出を行う場合は、当該提出が同時に行われるときに限る。 

 

３．パイオニア認定制度枠 

 （１）または（２）に該当するもの。ただし、（２）に該当する者については、地方自治法施行令第 167 

条の２第１項第４号に規定する、新商品の生産または新役務の提供により新たな事業分野の開拓を図る者

（以下「新商品生産等による新事業分野開拓者」という。）に係る新商品または新役務の提供として知事

の認定を受けたものについて、（１）に該当する者と同時に事業計画書の提出を行う場合に限る。 

 

（１）新商品生産等による新事業分野開拓者として知事の認定を受けた中小企業者等であって、当該認定

を受けた商品または役務について、他の中小企業者等（本県に事務所または事業所を有する者であっ

て、本県において事業を行おうとするものおよび当該認定を受けた中小企業者等と会社法第２条第３

項および第４項で定める親会社および子会社の関係でない者に限る。以下「県内等中小企業者等」と

いう。）と連携し更なる改良を図り、新たな商品または役務の開発を行おうとするもの 

 

（２）新商品生産等による新事業分野開拓者として知事の認定を受けた中小企業者等と連携し、当該認定

を受けた商品または役務に係る更なる改良および新たな商品または役務の開発に資する取組を行お

うとするもの（県内等中小企業者等に限る。） 

 



 

別表２ 

 

補助対象事業 

 

１．新商品等（別表１の３に規定する者にあっては、改良後の新商品等をいう。以下同じ。）市場化事業 

（１）新商品・新技術・新役務の市場化に関する事業 

ア 新商品・新技術・新役務の商品化のための試作、改良、実験、品質検査事業 

イ 新商品・新技術の商品化のためのデザイン等の改善事業 

ウ 新商品・新技術・新役務の求評事業 

（２）その他新商品等市場化事業として知事が適当と認めた事業 

 

２．新商品等に係る販路開拓事業 

（１）展示会への参加 

販路開拓のための展示会等への参加 

（２）調査・広報等 

ア 販路開拓等に関する調査、指導、研修事業 

イ 販路開拓等のための広報事業 

（３）その他販路開拓事業として知事が適当と認めた事業 

 

 

別表３ 

補助対象経費および補助率 

事業区分 経費区分 補助対象経費内容 

 

新商品等

市場化事

業 

 

 

謝 金 専門家謝金 

旅 費 専門家旅費、職員旅費 

事業費 

 

原材料費、機械装置等購入費、印刷製本費、資料購入費、通信運搬費、借損

料 

委託費 

 

コンサルタント費、製造・改良等委託費、産業財産権等取得委託費、試験分

析等委託費 

 

販路開拓

事業 

 

謝 金 専門家謝金 

旅 費 専門家旅費、職員旅費 

事業費 

 

展示会等出展料、会場整備費、印刷製本費、資料購入費、通信運搬費、借損

料、広告宣伝費、通訳・翻訳料、受講料、保険料 

委託費 コンサルタント費、市場調査費、品質検査費 

 

補助率等 

 

【一般枠】 

補助率は補助対象経費の２分の１以内とし、補助限度額は５００千円以上 

３，０００千円以内とする。ただし、補助金の交付は、補助対象事業者の事業あるいは計

画期間につき、１回限りとする。 

 



 

【企業間連携促進枠】 

補助率は補助対象経費の３分の２以内とし、補助限度額は５００千円以上、３，０００千

円以内とする。ただし、補助限度額は当該共同で行う経営革新計画に係る全ての補助対象

事業者の補助金額を合算したものとし、補助金の交付は補助対象事業者の事業あるいは計

画期間につき、１回限りとする。 

 

【パイオニア認定制度枠】 

補助率は補助対象経費の３分の２以内とし、補助限度額は１，０００千円以内とする。た

だし、補助限度額は新商品生産等による新事業分野開拓者として知事の認定を受けた中小

企業者等の、当該認定を受けた一の商品または役務に係る全ての補助対象事業者の補助金

額を合算したものとし、補助金の交付は認定商品または役務につき、１回限りとする。 

 



 

別記 

様式第１号                             番     号 

令和  年  月  日 

 滋賀県知事     あて 

住所 

氏名（法人等にあっては名称および代表者氏名） 

発行責任者・担当者（役職名、担当者氏名、電話番号、ＦＡＸ番号） 

 

令和  年度中小企業経営革新等応援事業補助金事業計画書 

 

中小企業経営革新等応援事業補助金の交付を受けたいので、同交付要綱第４条の規定により下記の

とおり提出します。なお、この申請に当たり同規則第４条第２項各号のいずれかに該当する事実が判明した

ときは、同規則第16条の規定に基づき補助金等の交付の決定の全部または一部を取り消されても、何ら異

議の申立てを行いません。 

記 

１．補助事業の内容  ：別紙１補助事業計画書のとおり 

２．実施計画名および事業区分 ： 

３．資本金（または出資金）  ： 

４．従業員数（または構成員数） ： 

５．補助金申請額  ： 

添付書類 

１．以下の（１）もしくは（２）（それぞれ計画書を含みます。）または（３） 

（１）中小企業等経営強化法による知事の承認書の写し 

（２）滋賀の新しい産業づくりチャレンジ計画認定事業実施要綱に基づく知事の認定書の写しと、その認定に基づき実施した滋賀 

県中小企業新技術開発プロジェクト補助金の交付決定通知書の写し 

 （３）滋賀県新商品の生産等による新事業分野開拓者認定制度の知事の認定書の写し、および申請書 

２．補助事業内容に関する補足説明資料 

３．企業概要の分かる書類（パンフレット等）（企業間連携促進枠およびパイオニア認定制度枠の申請の場合にあっては、連携を

して申請事業を行おうとする者に係るものを含む。） 

４．パイオニア認定制度枠の申請の場合にあっては、申請事業に係る連携事業契約書（代表者、連携事業者、役割等について明ら

かにしたもの） 

５．定款の写し（代表者以外に係るものを含む。） 

６．損益計算書および貸借対照表（直近期末分）（代表者以外に係るものを含む。） 

７．暴力団等に該当しない旨の誓約書（別紙１－４）（代表者以外に係るものを含む。） 

８．役員名簿（法人または団体の場合）（代表者以外に係るものを含む。） 

９．滋賀県税に関する誓約書兼調査に関する同意書（別紙１－５）（代表者以外に係るものを含む。） 

１０．実施主体が任意グループの場合（代表者以外に係るものを含む。） 

（１）任意グループの規約（共同で承認または認定を受けた計画実施に関する規約、組織図） 

（２）代表者選任方法および意志決定方法 

（３）補助事業実施等に対する責任の所在（正副各１者記載のこと） 

（４）参加企業概要（参加企業毎の所在地、代表者、資本総額、従業員数、主たる生産品目・生産額、本事業における役割分担、

現有施設（土地・建物等主要設備等、企業略歴に係る資料、既存パンフレット等でも可） 

１１．パートナーシップ構築宣言文の写し（該当する場合のみ） 



 

 

別紙１－１－１（一般枠用）  

補助事業計画書 

 申請者 

 

 

 

 

名  称： 

代 表 者： 

経理担当： 

住  所： 

電  話： 

 資本金：          千円 

 (出資金)    

 従業員：             人 

 

 

実施計画名 

 

 

(具体的内容が分かる計画名を記載)  

 

 

 

具体的事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新商品等市場化事業：実施担当者（部門）        

 

 

 

 

 

 

販路開拓事業：実施担当者（部門）         

 

 

 

 

 

 

事業の必要性 

 

 

 

(波及効果等を記載) 

 

 

 

 補助金の交付を

 受けた実績 

（過去５年間の実績を記入） 

 

事業の実施日程 

 

開始予定    交付決定日 

完了予定    令和    年    月    日  

外部への委託 

 

 

 

委託機関、企業名： 

委託内容： 

 

 

 委嘱する技術者

または専門家の

氏名および職業 

氏名（所属）： 

職業： 

 

 主要な事業の 

 実施時期 

 

 



 

 

別紙１－１－２（企業間連携促進枠用） 

補助事業計画書 

  申請者 

 

 

 

 

名  称： 

代 表 者： 

経理担当： 

住  所： 

電  話： 

 資本金：          千円 

 (出資金)    

 従業員：             人 

 

 

 連携事業者 

 

（以降必要に応

じて追記くださ

い。） 

名  称： 

代 表 者： 

経理担当： 

住  所： 

電  話： 

 資本金：          千円 

 (出資金)    

 従業員：             人 

 

 

実施計画名 

 

 

(具体的内容が分かる計画名を記載)  

 

 

 

具体的事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

新商品等市場化事業：実施担当者（部門）        

 

 

 

 

販路開拓事業：実施担当者（部門）         

 

 

 

 

事業の必要性 

 

 

 

(波及効果等を記載) 

 

 

 

 補助金の交付を

 受けた実績 

（過去５年間の実績を記入） 

 

事業の実施日程 

 

開始予定    交付決定日 

完了予定    令和    年    月    日  

外部への委託 

 

 

委託機関、企業名： 

委託内容： 

 

 委嘱する技術者

または専門家の

氏名および職業 

氏名（所属）： 

職業： 

 

 主要な事業の 

 実施時期 

 

 

（注）当該様式には申請者の事業について記載し、共同事業全体の事業計画等については必要に 

応じ補足資料等を添付すること 



 

 

別紙１－１－３（パイオニア認定制度枠用） 

補助事業計画書 

  申請者 

 

 

 

 

名  称： 

代 表 者： 

経理担当： 

住  所： 

電  話： 

 資本金：          千円 

 (出資金)    

 従業員：             人 

 

 

連携事業者 

 

（以降必要に応

じて追記くださ

い。） 

名  称： 

代 表 者： 

経理担当： 

住  所： 

電  話： 

 資本金：          千円 

 (出資金)    

 従業員：             人 

 

 

パイオニア認定制度の認定

を受けた商品名・認定日 

（商品名） 

（認定日）   年 月 日 

連携者の必要性

と役割 

 

（認定商品の改良に対し連携者の必要性と役割を記載） 

 

 

実施計画名 

 

(具体的内容が分かる計画について、改良後の商品の内容を含めて記載)  

 

 

具体的事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

新商品等市場化事業：実施担当者（部門）        

 

 

 

 

販路開拓事業：実施担当者（部門）         

 

 

 

 

 補助金の交付を

 受けた実績 

（過去５年間の実績を記入） 

 

事業の実施日程 

 

開始予定    交付決定日 

完了予定    令和    年    月    日  

外部への委託 

 

 

 

委託機関、企業名： 

委託内容： 

 

 委嘱する技術者または

専門家の氏名および職業 

氏名（所属）： 

職業： 

 主要な事業の 

 実施時期 

 

 

（注）当該様式には申請者の事業について記載し、連携事業全体の事業計画等については必要に 

応じ補足資料等を添付すること 



 

 

別紙１－２－１（一般枠用） 

  

 収支予算書 

                                                                 （単位：円） 

事業 

区分 

経費区分 

 

補助事業に 

要する経費 

補助対象 

経費 

補助金 

申請額 

備考 
(専門家、展示会名、委託先等

) 

新市

商場 

品化 

等事 

 業 

 謝 金 

 旅 費 

 事業費 

  委託費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  小 計     

販 

路 

開 

拓 

事 

業 

 謝 金 

 旅 費 

 事業費 

 委託費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 小 計     

  合 計     

 

補助金相当額の 

手当方法 

（補助金が支払われる

までの資金） 

 

 補助金申請額   （円）：  備考 

  内訳      （円） 

         自己資金： 

 

 

 

 

          借入金：    

          その他：   

 



 

 

別紙１－２－２（企業間連携促進枠・パイオニア認定制度枠用） 

  

 収支予算書（全事業者合算） 

                                                                 （単位：円） 

事業 

区分 

経費区分 

 

補助事業に 

要する経費 

補助対象 

経費 

補助金 

申請額 

備考 
(専門家、展示会名、委託先等

) 

新市

商場 

品化 

等事 

 業 

 謝 金 

 旅 費 

 事業費 

  委託費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  小 計     

販 

路 

開 

拓 

事 

業 

 謝 金 

 旅 費 

 事業費 

 委託費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 小 計     

  合 計     

（注）共同、連携事業に係る全事業者の事業額を合算して記入 



 

 

別紙１－２－３（企業間連携促進枠・パイオニア認定制度枠用） 

  

 収支予算書（申請者分） 

                                                                 （単位：円） 

事業 

区分 

経費区分 

 

補助事業に 

要する経費 

補助対象 

経費 

補助金 

申請額 

備考 
(専門家、展示会名、委託先等

) 

新市

商場 

品化 

等事 

 業 

 謝 金 

 旅 費 

 事業費 

  委託費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  小 計     

販 

路 

開 

拓 

事 

業 

 謝 金 

 旅 費 

 事業費 

 委託費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 小 計     

  合 計     

 

補助金相当額の 

手当方法 

（補助金が支払われる

までの資金） 

 

 補助金申請額   （円）：  備考 

  内訳      （円） 

         自己資金： 

 

 

 

 

          借入金：    

          その他：   

（注）共同、連携事業に係る事業者ごとの事業額を記入 



 

 

別紙１－３－１（新商品等市場化事業） 

 

実施計画名  

経費積算明細書（円） 

経費区分 内    容 
数量 

数 単位 
単 価 

補助事業に 
要する経費 

補助対 
象経費 

補助金 
申請額 

謝 

金 

専門家謝金       

小 計       

旅 

費 

専門家旅費       

職員旅費       

小 計       

事

業 

費 

原材料費       

機械装置 

等購入費 
      

印刷製本費       

資料購入費       

通信運搬費       

借損料       

小 計       

委 

託 

費 

コンサルタント費       

製造・改造等 

委託費 
      

産業財産権等 

取得委託費 
      

試験分析等 

委託費 
      

小 計       

合  計    

 

 

 

 



 

 

別紙１－３－２（販路開拓事業） 

 

実施計画名  

経費積算明細書（円） 

経費区分 内    容 
数量 

数 単位 
単 価 

補助事業に 
要する経費 

補助対 
象経費 

補助金 
申請額 

謝

金 

専門家謝金       

小 計       

旅 

費 

専門家旅費       

職員旅費       

小 計       

事

業 

費 

展示会等出展料       

会場整備費       

印刷製本費       

資料購入費       

通信運搬費       

借損料       

広告宣伝費       

通訳・翻訳料       

受講料       

保険料       

小 計       

委 

託 

費 

コンサルタント費       

市場調査費       

品質検査費       

小 計       

合  計    

 

 

 



 

 

別紙１－４ 

 

誓    約    書 

（あて先） 

    滋賀県知事 

 
  私は、滋賀県が滋賀県暴力団排除条例の趣旨にのっとり、県の事務または事業から暴力団員または

暴力団もしくは暴力団員と密接な関係を有する者を排除していることを承知したうえで、下記の事項

について誓約します。 

  なお、滋賀県が必要と認める場合は、本誓約書を滋賀県警察本部に提供することに同意します。 

 

記 

 

１ 私または自社もしくは自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。 

（1） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「法」

という。) 第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（2） 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

（3） 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を与える目的をもって、

暴力団または暴力団員を利用している者 

（4） 暴力団または暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するなど、直接的もしくは積

極的に暴力団の維持、運営に協力し、または関与している者 

（5） 暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（6） 上記（1）から（5）までのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを不当に利用す

るなどしている者 

     

２ １の（2）から（6）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体または個人

ではありません。 

 

                             令和   年  月  日 

 

〔法人、団体にあっては事務所所在地〕 

 

住     所                              

〔法人、団体にあっては法人・団体名、代表者名〕 

(ふりがな) 

氏     名                                                     

 

 



 

 

別紙１－５ 

令和 年度 中小企業経営革新等応援事業補助金の申請に係る 

滋賀県税に関する誓約書 兼 調査に関する同意書 

 

 

滋賀県知事あて 

 

 

                            令和  年  月  日 

 

１ 申請者は、以下のことを誓約します。 

（１）滋賀県税（個人県民税および地方消費税を除く。）およびこれに付随する延滞金等に滞納がないこ

と。 

（２）上記（１）が事実と相違し、中小企業経営革新等応援事業補助金申請資格を有すると認められず、

受付が取り消されても異議のないこと。 

２ 上記１（１）の確認のため、以下のことに同意します。 

全ての滋賀県税（個人県民税および地方消費税を除く。）およびこれに付随する延滞金等の納付ま

たは納入の状況に関して、滋賀県税の完納情報の確認を行うこと。 

 

【申請者】 

住    所 

（法人本社所在地） 

 

【個人で注意事項に該当する場合】 

フ リ ガ ナ 
 

氏    名 

（法 人 名） 

 

電 話 番 号 
 

 

【注意事項】 

＊法人の場合 

法人登記簿に記載の本社所在地、法人名称をご記入ください。 

＊個人の場合 

確定申告に記載している事業所の住所が、住民票の住所と異なる場合は、両方ご記入ください。 

＊この同意書を提出された時点で滋賀県税を完納されたとしても、納税が確認できるまで、１週間か

ら４週間程度の時間を要する場合がありますので、ご了承ください。 

 

 



 

 

別記 

様式第２号 

 

中小企業経営革新等応援事業補助金交付申請書 

 

 

令和  年  月  日 

 

滋賀県知事 あて 

 

申請者 住所 

氏名（法人等にあっては名称および代表者氏名） 

          発行責任者・担当者 氏名（法人にあっては発行責任者および担当者の氏名） 

                    連絡先  

電話番号 

    

 

 令和  年度中小企業経営革新等応援事業について、中小企業経営革新等応援事業補助金 金   

円 を交付されるよう、中小企業経営革新等応援事業補助金交付要綱第６条および滋賀県補助金等交

付規則第３条の規定により、次の関係書類を添えて申請します。 

 なお、この申請当たり同規則第４条第２項各号のいずれかに該当する事実が判明したときは、同規則

第１６条の規定に基づき補助金等の交付の決定の全部または一部を取り消されても、何ら異議の申し立

てを行いません。 

  

 

 

関係書類 

１.補助事業計画書 

２.添付書類のうち、変更のあった書類 

 

補助金交付申請額に対する算式 

  補助金所要額－消費税および地方消費税に係る仕入れ控除税額＝補助金交付申請額 

 



 

 

別記 

様式第３号 

番     号 

令和  年  月  日 

補助事業者および代表者  様 

 

                         滋賀県知事 

 

 

令和  年度中小企業経営革新等応援事業補助金交付決定通知書 

 

 令和  年  月  日付けで交付申請のあった標記の補助金については、滋賀県補助金等交付規則

（昭和４８年滋賀県規則第９号、以下「規則」という。）第４条の規定により、下記のとおり交付する

ことに決定したので、同規則第６条の規定により通知します。  

 

記 

１．補助金の交付対象となる事業およびその内容は、令和  年  月  日付けで申請のあった令和  

年度中小企業経営革新等応援事業補助金交付申請書（以下「申請書」という。）の記載のとおりと

する。 

    

２．補助事業に要する経費および補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更さ

れた場合における補助事業に要する経費および補助金の額については、別に通知するところによるも

のとする。 

補助事業に要する経費  金           円 

補 助 金 の 額      金           円 

 

３．補助事業に要する経費の配分および配分された経費に対応する補助金の額の区分は、申請書の記載

のとおりとする。 

 

４．補助金の額の確定は、補助対象経費区分毎の実支出額に中小企業経営革新等応援事業補助金交

付要綱（以下「交付要綱」という。）第３条第２項の補助率を乗じて得た額または、配分された経費

に対応する補助金の額のいずれか低い額の合計額とする。 

 

５．補助事業の実施にあたっては、規則および交付要綱の定めに従わなければならない。 

 

６．補助事業者は、補助事業が完了した後も取得財産等を善良なる管理者の注意をもって管理するとと

もに、補助金交付の目的に従って、その効率的運用を図らねばならない。 

 

７．補助金に係る消費税および地方消費税に係る相当額については、交付要綱の定めるところにより、

消費税および地方消費税に係る仕入控除額が明らかになった場合には、当該消費税および地方消費税

に係る仕入控除税額を減額することとする。 

 



 

 

別記 

様式第４－１号（変更の場合） 

番    号 

令和  年  月  日 

 

 

滋賀県知事    あて 

 

申請者 住所 

氏名（法人等にあっては名称および代表者氏名） 

          発行責任者・担当者 氏名（法人にあっては発行責任者および担当者の氏名） 

                    連絡先  

電話番号  

                     

 

 

令和   年度中小企業経営革新等応援事業補助金に係る  
 

補助事業の経費の配分および内容の変更承認申請書 
 

 

令和  年  月  日付け   第    号をもって交付決定の通知があった上記補助事業（内

容・経費の配分）を別紙４－１のとおり変更したいので、中小企業経営革新等応援事業補助金交付

要綱第９条第１号の規定により、承認を申請します。 

 

 

 



 

 

別紙４－１ 

中小企業経営革新等応援事業変更理由、変更内容書 
 
１．変 更 の 理 由 
 
 
２．変 更 の 内 容 
 (1) 事 業 の 内 容 
  ①新商品等市場化事業 

変 更 前 変 更 後   変 更 の 理 由  計画変更が補助事業に 

及ぼす影響 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

  ②販路開拓事業 

変 更 前 変 更 後   変 更 の 理 由  計画変更が補助事業に 

及ぼす影響 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 (2) 経費の配分 
                                                                   （単位：円） 

事業 
区分 

経費区分 

補 助 事 業 に 
要 す る 経 費 

補 助 対 象 
経 費 

補 助 金 
申 請 額 備 考 

変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 

新市 

商場 

品化 

等事 

 業 

謝 金 

旅 費 

事業費 

委託費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小 計        

販 

路 

開事 

拓業 

謝 金 

旅 費 

事業費 

委託費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小 計        

 合 計        

 
（注１）委託する場合には、備考欄に委託先名を記入すること。 

（注２）補助事業の内容の変更の場合であって、経費の配分に変更の生じないときは、 

この表は作成しなくてよい。



 

 

別記 

様式第４－２号（中止または廃止の場合） 

番      号 

令和  年  月  日 

 

  滋賀県知事        あて 

 

申請者 住所 

氏名（法人等にあっては名称および代表者氏名） 

          発行責任者・担当者 氏名（法人にあっては発行責任者および担当者の氏名） 

                    連絡先  

電話番号       

                      

 

令和  年度中小企業経営革新等応援事業補助金 

に係る補助事業の中止（廃止）承認申請書 

 

令和  年  月  日付け   第    号をもって交付決定の通知があった上記補助事業を下

記の理由により中止（廃止）したいので、中小企業経営革新等応援事業補助金交付要綱第９条第２

号の規定により、承認を申請します。 

 

記 

 

１．中止（廃止）する事業名 

 

 

 

２．理由 

 

 

 

 

 

 

３．中止の期間（廃止の時期） 

 

 

 



 

 

別記 

様式第５号 

番     号 

令和  年  月  日 

 滋賀県知事    あて 

 

申請者 住所 

氏名（法人等にあっては名称および代表者氏名） 

         発行責任者・担当者 氏名（法人にあっては発行責任者および担当者の氏名）                    

連絡先  

電話番号       

                                           

 

令和  年度中小企業経営革新等応援事業補助金に 

係る補助事業遅延等報告書 

 

令和  年  月  日付け   第    号をもって交付決定の通知があった上記補助事業に係

る事故について、中小企業経営革新等応援事業補助金交付要綱第１０条の規定により、下記のとお

り報告します。 

 

記 

 

１．補助事業名 

 

 

２．補助事業の進ちょく状況 

 

 

３．同上に要した経費 

 

 

４．事故の内容および原因 

 

 

５．事故に対する措置 

 

 

６．補助事業の遂行および完了の予定 

 

 

（注）１．事故の理由を立証する書類を添付すること。 

２．補助事業は、交付決定通知書において補助金の交付の対象となった事業を記入すること。 

 



 

 

別記 

様式第６号 

番     号 

令和  年  月  日 

  滋賀県知事       あて 

      

申請者 住所 

氏名（法人等にあっては名称および代表者氏名） 

          発行責任者・担当者 氏名（法人にあっては発行責任者および担当者の氏名） 

                    連絡先  

電話番号      

 

 

令和  年度中小企業経営革新等応援事業補助金 

に係る補助事業遂行状況報告書 

 

令和  年  月  日付け   第    号をもって交付決定の通知があった上記補助事業の遂

行状況について、中小企業経営革新等応援事業補助金交付要綱第１１条の規定により、下記のとお

り報告します。 

 

記 

 

 

１．                                                   （単位：円）  

 

事業区分 

 

 補 助 金 

交付決定 

通知年月日 

補 助 金 

交付決定 

通 知 額 

 

概算払年月日 

 

 

概算払金額 

 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ２．補助事業の遂行状況 

          （実施の状況の経過、今後の計画等の詳記） 



 

 

別記 

様式第７－１号 

令和  年 月  日 

 

 

令和  年度中小企業経営革新等応援事業補助金実績報告書 

 

 

 

滋賀県知事          あて 

 

 

申請者 住所 

氏名（法人等にあっては名称および代表者氏名） 

          発行責任者・担当者 氏名（法人にあっては発行責任者および担当者の氏名） 

                    連絡先  

電話番号  

 

 

 

 令和  年  月  日付け   第    号で中小企業経営革新等応援事業補助金の交付決定の

通知があった令和  年度中小企業経営革新等応援事業について、中小企業経営革新等応援事業補助

金交付要綱第１２条の規定により、その実績の関係書類を添えて報告します。 

 

 

    関係書類 

        

      １．決算総表 

      ２．補助事業経費明細 

      ３．事業実績書 



 

 

別記 

様式第７－２号 

 

令和  年度中小企業経営革新等応援事業補助金決算総表 

 

 

住所 

                              補助事業者および代表者氏名 

 

 

 補助金所要金額 － 消費税および地方消費税に係る仕入控除税額 ＝   補  助  金  額 

 

 

 

 

 

  事業区分      補 助 金   補 助 金   概算払   概算払   実 績 に 

            交付決定   交付決定   年月日   金 額   基 づ く 

            年 月 日   通 知 額                             補助金額 

 

１．新商品等市場化事業 

 

２．販路開拓事業 

 

 

   合   計 

 

（注）事業区分のうち、実施する事業についてのみ記載すること。 

 

補助金振込先 金融機関名        

  支店名（支店番号）       

  預金種別（当座・普通）       

  口座番号        

  口座名義人        

  口座名義人（カナ登録）       

 



 

 

別記 

様式第７－３号 

令和  年度中小企業経営革新等応援事業補助金に係る補助事業経費明細書 

                            

住所 

氏名（法人等にあっては名称および代表者氏名） 

 

 

                                                                （単位：円） 

事業 

区分 

経費区

分 

補助事業に 

要した経費 

補助金 

交付決定額 

補助対象 

経費 

補助金 

申請額 

備考 

(専門家、展示会名、委託先等) 

新市

商場 

品化 

等事 

 業 

謝 金 

旅 費 

事業費 

委託費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小 計      

販 

路 

開事 

拓業 

 

謝 金 

旅 費 

事業費 

委託費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小 計      

 合 計      

 



 

 

別記 

様式第７－４号 

 

 令和  年度中小企業経営革新等応援事業補助金に係る補助事業実績書 

 

名      称  

代   表   者  

住           所  

Ｔ    Ｅ     Ｌ  業 種 名  

構成員、従業員数  

 

１．事業内容等 

 

 (１) 新商品等市場化事業を実施した場合 

  ① 実施計画名                                

   ② 事業実施担当者の氏名及び職業 

  ③ 事業内容                   

        具体的内容                                      

        実施場所                                        

        実施期間                                        

         委嘱した技術者又は専門家の氏名及び職業  

  ④ 委託した場合                                      

        委託先                                          

        委託契約日、委託期間                            

        委託の具体的内容                                

                         

 (２) 販路開拓事業を実施した場合 

  ① 実施計画名           

  ② 事業実施担当者の氏名及び職業 

  ③ 事業内容                       

         具体的内容                     

       実施場所                       

         実施期間                       

       委嘱した専門家の氏名及び職業     

   ④ 委託した場合                  

         委託先                      

         委託契約日、委託期間        

         具体的内容                  

  （注１）事業ごとに一葉作成のこと。 

  （注２）事業ごとに内容の具体的に分かる報告書を作成のこと。 

 （注３）企業間連携促進枠およびパイオニア認定制度枠については、共同、連携の成果が具体的に分

かる報告書を作成のこと。 



 

 

別記 

様式第８号 

番      号 

令和  年  月  日 

 

  滋賀県知事        あて       

 

 

申請者 住所 

氏名（法人等にあっては名称および代表者氏名） 

          発行責任者・担当者 氏名（法人にあっては発行責任者および担当者の氏名） 

                    連絡先  

電話番号        

 

 

令和  年度中小企業経営革新等応援事業補助金に係る 

消費税および地方消費税に係る額の確定に伴う報告書 

 

中小企業経営革新等応援事業補助金交付要綱第１５条第１項の規定により、下記のとおり報告しま

す。 

 

記 

 

１．補助金額（知事が確定通知書により通知した額） 

円 

 

２．補助金の確定時における消費税および地方消費税に係る仕入控除税額 

円 

 

３．消費税および地方消費税に係る額の確定に伴う補助金に係る消費税 

および地方消費税に係る仕入控除税額 

円 

 

４．補助金返還相当額（３－２） 

円 

 

   

（注）１．別紙として精算の内訳を添付すること。 

２．課税事業者の場合であっても、単純に補助金の 10％相当額が消費税および地方消費税に係る

仕入控除による減額等の対象額ではない。 

 



 

 

別記 

様式第９号 

 

取得財産等管理台帳（    年度） 

 

  実施計画名： 

  事業区分： 

（単位：円） 

       区分 

 

財産名 

規 格 数 量 単 価 金   額 
取 得 

年月日 
保管場所 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 

 １．対象となる取得財産等は、取得価格または効用の増加価格が交付要綱第１７条第１項に 

定める財産処分制限価格以上の財産とする。 

２．数量は、同一規格であれば一括して記載してもよい。ただし単価が異なる場合は、区分 

して記載すること。 

３．取得年月日は、検査を行う場合は検収年月日を記載のこと。



 

 

別記 

様式第１０号 

番      号 

令和  年  月  日 

 

  滋賀県知事        あて        

 

 

申請者 住所 

氏名（法人等にあっては名称および代表者氏名） 

          発行責任者・担当者 氏名（法人にあっては発行責任者および担当者の氏名） 

                    連絡先  

電話番号          

 

 

令和  年度中小企業経営革新等応援事業補助金に係る 

取得財産等の処分承認申請書 

 

 

令和  年  月  日付け   第   号をもって交付決定の通知のあった上記補助事業に関

し、補助事業により取得した財産等を下記のとおり処分したいので、中小企業経営革新等応援事業補

助金交付要綱第１７条第１項の規定により、承認を申請します。 

 

記 

 

１．取得資産の品目および取得年月日 

 

 

２．取得価格および時価 

 

 

３．処分の方法 

 

 

４．処分の理由 

 

 



 

 

別記 

様式第１１号 

番      号 

令和  年  月  日 

 

 滋賀県知事        あて       

  

 

申請者 住所 

氏名（法人等にあっては名称および代表者氏名） 

          発行責任者・担当者 氏名（法人にあっては発行責任者および担当者の氏名） 

                    連絡先  

電話番号        

 

 

 令和  年度中小企業経営革新等応援事業補助金に係る企業

化状況報告書 

 

 

令和  年  月  日付け   第   号をもって交付決定の通知のあった上記補助事業

に関し、令和  年度の企業化状況について、中小企業経営革新等応援事業補助金交付要綱第１

８条第２項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

     

１．補助事業の実施結果の企業化等の有無   

  

（１）補助事業の実施結果の企業化                   有  無 

  

（２）産業財産権等の譲渡または実施権の設定         有  無 

    種類（番号および産業財産権等の種類） 

        内容 

    相手先および条件（譲渡、実施権設定の場合） 

 

（３）その他の補助事業の実施結果の他への供与       有  無 

 

 

（注）以下の欄は、企業化等が有の場合記入すること。 

 

                                           補助事業に            本年度までの              前年度までの補 

 計画名 企業・組合等名称 補助金確定額   係る本年度  控除額  補助事業に   基準納付額  助事業に係る県  本年度納付額 

                               収 益 額            係る支出額                への累積納付額 

 



 

 

別記 

様式第１２号 

番      号 

令和  年  月  日 

 

 滋賀県知事        あて        

 

 

 

                                        

申請者 住所 

氏名（法人等にあっては名称および代表者氏名） 

         発行責任者・担当者 氏名（法人にあっては発行責任者および担当者の氏名） 

                   連絡先  

電話番号 

 

 

令和  年度中小企業経営革新等応援事業補助金 

に係る産業財産権等取得等届出書 

 

 

令和  年  月  日付け   第   号をもって交付決定の通知のあった上記補助事

業に関し、下記のとおり産業財産権等の取得（譲渡、実施権の設定）をしたので、中小企業経

営革新等応援事業補助金交付要綱第１９条の規定により届け出ます。 

 

記 

 

１．種類（番号および産業財産権等の種類） 

２．内容 

３．相手先および条件（譲渡、実施権の設定の場合） 

 

 


